
島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)
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特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例施行規則の一部 （税 務 課） �

を改正する規則

島根県住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則 （市 町 村 課） �

配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付規則 （青少年家庭課） �

島根県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部を改正する規則 （障害者福祉課） ��

島根県畜産技術センター分析等に関する規則の一部を改正する規則 （農畜産振興課） ��

採石業の適正な実施の確保に関する条例施行規則の一部を改正する規則 （河 川 課） ��

島根県屋外広告物条例施行規則及びふるさと島根の景観づくり条例施行規則の一 （都 市 計 画 課） ��

部を改正する規則

����������������������������������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

����������������������������������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

平成��年�月��日 (金)

�� ����
(毎週火・金曜日発行)
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��������������������� !
"#���	$%���&'�()����（規則第��号）

� 規則の概要

特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例の一部を改正する条例の施行に伴う引用

条項及び様式の整理（第�条・第�条・様式第�号・様式第�号関係）

� 施行期日

公布の日から施行することとした。

◇*+�,-./012$%3��&'�()����（規則第��号）

� 規則の概要

次に掲げる事務を知事が本人確認情報を利用することができる事務に追加することとした。

� 介護支援専門員資格登録簿における登録事項の変更の届出の受理又は審査

� 島根県心身障害者扶養共済制度における加入の承認の申込み、脱退一時金の支給の請求又は死亡若しく

は現況の届出に係る受理又は審査等

� 施行期日

平成��年�月�日から施行することとした。

◇456
7�89:;6<=>?@AB��（規則第��号）

� 規則の概要

� 目的

配偶者等からの暴力による被害者に対し、当該被害者が経済的自立を図るための資金（以下「自立支援

金」という。）を貸し付けることにより、被害者の生活意欲を喚起し、被害者が安定した生活を営めるよ

う支援することを目的とすることとした。（第�条関係）

� 定義

この規則における「配偶者等からの暴力」を定義することとした。（第�条関係）

� 自立支援金の貸付け
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島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(�)

自立支援金の貸付けに関する事項を定めることとした。（第�条―第�条関係）

� 返還の免除

自立支援金の返還の免除に関する事項を定めることとした。（第�条関係）

� 延滞金

自立支援金の返還における延滞金について定めることとした。（第��条関係）

� その他必要事項について定めることとした。（第��条・第��条関係）

� 施行期日

平成��年	月
日から施行することとした。

◇��������	
�������������������（規則第��号）


 規則の概要

� 県内の市町村の住民基本台帳に記録されている者は、加入の申込み、脱退一時金の給付の請求及び年金

受給者現況届の提出に際し、住民票の写しの添付を省略できることとした。（第	条・第�条の�・第��

条第�項関係）

� その他規定の整理

� 施行期日

平成��年	月
日から施行することとした。

◇������ !"#$%&'()��������������（規則第��号）


 規則の概要

牛の体内受精卵の採取に関する事務を廃止することとした。

� 施行期日

平成��年	月
日から施行することとした。

◇*+,�-�./��01()������������������（規則第��号）


 規則の概要

� 
年を超える岩石の採取を行う場合であって保証人を設定する規定を適用しない者を次のとおりとする

こととした。（第	条関係）

ア 地方住宅供給公社

イ 土地開発公社

� 知事は、国、地方公共団体、地方住宅供給公社及び土地開発公社の採取計画の認可の期間を�年以内と

することができることとした。（第��条関係）

� 採取状況の報告を国及び地方公共団体が行う場合には、報告書を業務管理者が作成する規定を適用除外

することとした。（第��条関係）

� その他規定の整理

� 施行期日

公布の日から施行することとした。

◇���23456������789�:;���<=>?@����������������（規則第�

号）


 規則の概要

島根県屋外広告物条例の一部を改正する条例の施行に伴う次に掲げる規則の規定の整理

� 島根県屋外広告物条例施行規則

� ふるさと島根の景観づくり条例施行規則

� 施行期日

平成��年	月
日から施行することとした。
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島 根 県 報

� �

特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������	

特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例施行規則（昭和��年島根県規則第��号）の一部を次の

ように改正する。

第	条（見出しを含む。）中「第��条」を「第��条」に改める。

第�条第
項中「第��条第
項」を「第��条第
項」に改め、同項の表第�号左欄中「又は第�条第	号」を「、第�

条第	号又は第条第
号」に改め、同表第�号左欄中「又は第�条第�号」を「、第�条第�号又は第条第	号」に

改め、同条第	項中「第��条第	項」を「第��条第	項」に改める。

える。

� 土地の取得価額が記載されている台帳（固定資産管理台帳等）の写し（企業立地促進法の同意集積区域の場

合に限る。）

える。

号外第��号 平成��年�月��日 (�)

様式第�号中

「

」

を

離 島 振 興 対 策 実 施 地 域

半 島 振 興 対 策 実 施 地 域

中 心 市 街 地

原子力発電施設等立地地域

農 村 工 業 等 法 の 地 区

特 定 農 山 村 地 域

過 疎 地 域

「

」

に改め、同様式の備考の�に次のように加

離 島 振 興 対 策 実 施 地 域

半 島 振 興 対 策 実 施 地 域

中 心 市 街 地

原子力発電施設等立地地域

農 村 工 業 等 法 の 地 区

特 定 農 山 村 地 域

過 疎 地 域

企業立地促進法の同意集積区域

様式第�号付表
中
「

」
を建物及びその附属設備 円

「

」

に改める。
土 地 円

建物及びその附属設備

様式第�号中

「

」

を

離 島 振 興 対 策 実 施 地 域

半 島 振 興 対 策 実 施 地 域

中 心 市 街 地

原子力発電施設等立地地域

農 村 工 業 等 法 の 地 区

特 定 農 山 村 地 域

過 疎 地 域

「

」

に改め、同様式の備考の�に次のように加

離 島 振 興 対 策 実 施 地 域

半 島 振 興 対 策 実 施 地 域

中 心 市 街 地

原子力発電施設等立地地域

農 村 工 業 等 法 の 地 区

特 定 農 山 村 地 域

過 疎 地 域

企業立地促進法の同意集積区域



島 根 県 報

� 土地の取得価額が記載されている台帳（固定資産管理台帳等）の写し（企業立地促進法の同意集積区域の場

合に限る。）

� �

（施行期日）

� この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

� この規則の施行の際現にこの規則による改正前の特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例施

行規則（以下「旧規則」という。）の規定により提出されている申請書は、この規則による改正後の特定地域の振興を

促進するための県税の課税免除等に関する条例施行規則の規定により提出されたものとみなす。

� 旧規則の規定により作成した用紙でこの規則の施行の際現に残存するもののうち取繕いが可能なものについては、当

分の間、これを取り繕って使用することができる。

島根県住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

�������	


島根県住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則

島根県住民基本台帳法施行細則（平成��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

別表第�の�	の項区分の欄中「�	の項」を「��の項」に改め、同項を同表��の項とし、同表��の項区分の欄中「��の

項」を「�
の項」に改め、同項を同表�
の項とし、同表��の項区分の欄中「��の項」を「�	の項」に改め、同項を同表�	

の項とし、同表��の項区分の欄中「��の項」を「��の項」に改め、同項を同表��の項とし、同表��の項区分の欄中「��の

項」を「��の項」に改め、同項を同表��の項とし、同表��の項区分の欄中「��の項」を「��の項」に改め、同項を同表��

の項とし、同表��の項区分の欄中「��の項」を「��の項」に改め、同項を同表��の項とし、同表�の項区分の欄中「�の

項」を「��の項」に改め、同項を同表��の項とし、同表��の項区分の欄中「��の項」を「��の項」に改め、同項を同表��

の項とし、同表�
の項区分の欄中「�
の項」を「�の項」に改め、同項を同表�の項とし、同表�	の項区分の欄中「�	の

項」を「��の項」に改め、同項を同表��の項とし、同表��の項区分の欄中「��の項」を「�
の項」に改め、同項を同表�


の項とし、同表��の項区分の欄中「��の項」を「�	の項」に改め、同項を同表�	の項とし、同表��の項区分の欄中「��の

項」を「��の項」に改め、同項を同表��の項とし、同表��の項の次に次のように加える。

号外第��号 平成��年�月��日(�)

様式第�号付表中
「

」
を建物及びその附属設備 円

「

」

に改める。
土 地 円

建物及びその附属設備

�� 条例別表第�の��の項の規

則で定める事務

介護保険法（平成�年法律第���号）第
�条の�の規定による届出の受理又は

その届出に係る事実についての審査

�� 条例別表第�の��の項の規

則で定める事務

� 島根県心身障害者扶養共済制度条例（昭和�	年島根県条例第�
号。以下この

項において「条例」という。）第�条第�項の規定による承認の申込みの受

理、その申込みに係る事実についての審査又はその申込みに対する応答

� 条例第��条の�第�項の規定による脱退一時金の支給の請求の受理、その請

求に係る事実についての審査又はその請求に対する応答

� 条例第��条第�項第�号又は第�項の規定による届出の受理又はその届出に



島 根 県 報

� �

この規則は、平成��年�月�日から施行する。

配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

�������	


配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付規則

（目的）

��� この規則は、配偶者等からの暴力を受けた者（以下「被害者」という。）に対し、被害者が経済的自立を図るた

めの資金を貸し付けることにより、被害者の生活意欲を喚起し、被害者が安定した生活を営めるよう支援することを目

的とする。

（定義）

�� この規則において「配偶者等からの暴力」とは、配偶者（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法

律（平成��年法律第��号）第�条第�項に規定する配偶者をいう。以下この条において同じ。）、配偶者以外の親族、

同居者その他の社会生活において密接な関係を有する者からの身体に対する暴力等（同条第�項に規定する身体に対す

る暴力等をいう。）をいう。

（自立支援金の貸付け）

��� 県は、島根県女性相談センターにより一時保護された被害者のうち、次の各号のいずれにも該当する者で知事が

適当と認めたものに対し、予算の範囲内において第�条の目的を達成するために必要な資金（以下「自立支援金」とい

う。）を貸し付ける。

� 一時保護された施設（以下「一時保護施設」という。）を退所した後において、生活に必要な収入を得るための就

労等の手段を確保することが見込まれること。

� 前号の収入を得るまでの間の生活に必要な資金を確保することが困難であること。

（自立支援金の種類、内容等）

��� 自立支援金の種類、貸付けの内容及び貸付限度額は、次の表のとおりとする。ただし、生活資金については、特

別の理由があると知事が認めるときは、貸付限度額を超えて貸し付けることができる。

号外第��号 平成��年�月��日 (	)

係る事実についての審査

自立支援金の種類 貸付けの内容 貸付限度額

� 生活資金 � 被害者が一時保護施設を退所した後に

おいて、おおむね�月程度生活をするの

に必要なものとして知事が認める費用

（�の費用を除く。）


�����円。ただし、被害者が一時保護施

設を退所する際に、同伴者（被害者ととも

に一時保護された被害者の家族その他の関

係者をいう。以下同じ。）がいる場合に

は、当該貸付限度額に、同伴者�人につ

き、�	����円を加算する。

� 炊事用器具、食器その他の什器又は布

団、毛布、まくらその他の寝具を購入す

るのに必要な費用

������円

 住宅借上げ資金 被害者が一時保護施設を退所した後にお

いて、賃貸住宅等を借り上げるために必要

敷金、礼金及び�月分の賃借料の合計額

に相当する額



島 根 県 報

� 生活資金と住宅借上げ資金の合計額が�������円を超える場合には、被害者に貸し付ける自立支援金の額は、�������

円とする。

� 被害者が一時保護施設を退所する際に、当該被害者又は同伴者に所持金がある場合には、生活資金と住宅借上げ資金

の合計額から当該所持金に相当する額を差し引いた額を、当該被害者に貸し付ける自立支援金の額とする。

（貸付けの申請）

��� 自立支援金の貸付けを受けようとする者は、配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付申請書（様式第�号）を

知事に提出しなければならない。

（貸付けの決定）

��� 知事は、前条に規定する申請に基づき、自立支援金を貸し付けるかどうかを決定し、貸し付けることを決定した

ときは配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付決定通知書（様式第�号）により、貸し付けないことを決定したとき

は配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付不承認決定通知書（様式第�号）により当該自立支援金の貸付けを申請し

た者に通知するものとする。

（貸付けの条件及び方法）

��� 自立支援金は、無利子とし、物的担保及び保証人を要しないものとする。

� 知事は、配偶者等からの暴力被害者自立支援金借用書（様式第�号）と引換えに自立支援金を交付する。

（償還期間等）

��� 自立支援金の償還の据置期間は、貸付けの日から�月以内とし、償還期間は、据置期間の満了の日から�年以内

とする。

� 自立支援金の償還は、元金均等月賦償還の方法又は据置期間の満了の日の翌日に一括償還をする方法によるものとす

る。ただし、自立支援金の貸付けを受けた者（以下「借受人」という。）は、いつでも繰上償還をすることができるも

のとする。

� 借受人は、前項ただし書の規定により繰上償還をしようとするときは、配偶者等からの暴力被害者自立支援金繰上償

還申出書（様式第�号）を知事に提出しなければならない。

（返還の免除）

��� 貸付金の返還債務の免除に関する条例（昭和	
年島根県条例第��号）第�条の規定により自立支援金の返還債務

の免除を受けようとする者は、配偶者等からの暴力被害者自立支援金返還免除申請書（様式第号）に返還債務の免除

を受けようとする事由を証明する書類を添えて知事に提出し、その承認を受けなければならない。

（延滞金）

��	� 借受人は、正当の理由がなく自立支援金を償還すべき日までに償還しなかったときは、当該償還すべき日の翌日

から償還の日までの日数に応じ、償還すべき額につき年����パーセントの割合で算定した延滞金を県に納付しなければ

ならない。ただし、その額が��円未満であるときは、この限りでない。

（届出）

���� 借受人は、氏名、住所又は連絡先を変更したときは、直ちにその旨を氏名（住所・連絡先）変更届（様式第�

号）により知事に届け出なければならない。

（雑則）

��
� この規則に定めるもののほか、自立支援金の貸付けに関し必要な事項は、別に定める。

� �

この規則は、平成��年�月�日から施行する。

号外第��号 平成��年�月��日(�)

な敷金、礼金及び賃借料に相当する費用



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

申請者 氏名 �

配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付申請書

配偶者等からの暴力被害者自立支援金の貸付けを受けたいので、配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付規則第

�条の規定により、下記のとおり申請します。

記

� 貸付申請額 円

� 貸付金の内容

� 貸付金償還計画

	 その他

自立支援金の種類及び金額

□ 生活資金 円

□ 生活資金同伴者加算額 円

□ 住宅借上げ資金 円

合 計 円

据 置 期 間 （�か月以内）

償 還 の 方 法 及 び 期 間
□ 月賦 （ 年 月 ～ 年 月）

□ 一括

貸付金償還のための資金取得計画について記入

居住予定地の住所及び連絡先電話番号等



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(�)

�����（第�条関係）

年 月 日

様

島根県知事 印

配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付決定通知書

さきに申請のあった標記支援金の貸付けについては、下記のとおり貸し付けることに決定したので、配偶者等から

の暴力被害者自立支援金貸付規則第�条の規定により、通知します。

記

注� 「月賦償還の場合」欄及び「一括償還の場合」欄のうち不要な欄は、斜線を引くこと。

	 償還期日が休日の場合は、その翌営業日を償還期日とする。

貸付決定番号 第 号

貸付決定年月日 年 月 日

資 金 の 内 容 □ 生活資金 □ 住宅借上げ資金

貸 付 金 額 金 円

利 率 無利子

据 置 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

償 還 方 法 □ 月 賦 □ 一 括

月

賦

償

還

の

場

合

償 還 期 間
償還開始： 年 月

償還終了： 年 月
一

括

償

還

の

場

合

償 還 回 数 回

�回当たりの

償 還 額

初回 円

	回目以降 円
償 還 額 円

償 還 期 日
初回 年 月 日

	回目以降 毎月 日
償 還 期 日 年 月 日

備 考



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

�����（第�条関係）

年 月 日

様

島根県知事 印

配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付不承認決定通知書

年 月 日付けで申請のあった標記支援金の貸付けについては、次の事由により貸付不承認と決定し

たので、配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付規則第�条の規定により、通知します。

（事由）



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

�����（第�条関係）

島根県知事 様

借受人 氏名 �

配偶者等からの暴力被害者自立支援金借用書

下記のとおり借用し、金員を受領いたしました。ついては、配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付規則の定め

るところに誠実に従い、相違なく償還いたします。

記

注� 「月賦償還の場合」欄及び「一括償還の場合」欄のうち不要な欄は、斜線を引くこと。

� 償還期日が休日の場合は、その翌営業日を償還期日とする。

貸付決定番号 第 号

貸付決定年月日 年 月 日

貸 付 年 月 日 年 月 日

資 金 の 内 容 資金

借 用 金 額 金 円

利 率 無利子

据 置 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

償 還 方 法

月

賦

償

還

の

場

合

償 還 期 間
年 月から

年 月まで
一

括

償

還

の

場

合

償 還 回 数 回

�回当たりの

償 還 額

初回 円

�回目以降 円
償 還 額 円

償 還 期 日
初回 年 月 日

�回目以降 毎月 日
償 還 期 日 年 月 日

備 考



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

借受人
住所

氏名 �

配偶者等からの暴力被害者自立支援金繰上償還申出書

次のとおり配偶者等からの暴力被害者自立支援金を繰上償還したいので、配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸

付規則第�条第�項の規定により、申し出ます。

注 「月賦償還の場合」欄及び「一括償還の場合」欄のうち不要な欄は、斜線を引くこと。

貸付決定番号 第 号

貸 付 決 定 年 月 日 年 月 日

借 用 金 額 金 円

月

賦

償

還

の

場

合

繰 上 償 還 額

円

年 月分から

年 月分までの償還分

一

括

償

還

の

場

合

繰 上 償 還 額 円

繰上償還予定年月
年 月から

年 月まで
繰上償還予定年月日 年 月 日

繰 上 償 還 期 日 毎月 日

繰 上 償 還 の 理 由



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

借受人
住所

氏名 �

配偶者等からの暴力被害者自立支援金返還免除申請書

貸付けを受けた標記支援金の返還の債務の免除を受けたいので、配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付規則第

�条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

� 借用金額 円

� 返還未済額 円

� 免除を受けようとする額 円

	 免除を受けようとする事由


 添付書類 免除を受けようとする事由を証する書類

貸付決定番号 第 号



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

�����（第��条関係）

年 月 日

島根県知事 様

借受人
住所

氏名 �

氏名（住所・連絡先）変更届

次のとおり氏名（住所・連絡先）を変更しましたので、配偶者等からの暴力被害者自立支援金貸付規則第��条の規

定により、届け出ます。

貸付決定番号 第 号

変

更

後

ふ り が な

氏 名

住 所

連 絡 先

電 話 番 号

変

更

前

ふ り が な

氏 名

住 所

連 絡 先

電 話 番 号



島 根 県 報

島根県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������	

島根県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部を改正する規則

島根県心身障害者扶養共済制度条例施行規則（昭和��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項中「次の各号」を「次」に改め、同項に次のただし書を加える。

ただし、県内の市町村の住民基本台帳に記録されている者は、第�号に掲げる書類の添付を省略することができる。

第	条第�項及び第
条第�項中「次の各号」を「次」に改める。

第
条の�第�項に次のただし書を加える。

ただし、県内の市町村の住民基本台帳に記録されている者は、住民票の写しの添付を省略することができる。

第��条第�項中「前項第�号」を「第�項第�号」に改め、同項に次のただし書を加える。

ただし、県内の市町村の住民基本台帳に記録されている者は、住民票の写しの添付を省略することができる。

第��条中第�項を第�項とし、第�項の次に次の�項を加える。

� 前項第�号に掲げる死亡・重度障害届書（条例第�条第�項第�号の届出をする場合に限る。）は、年金受給権者に

係る消除された住民票の写しを添えて提出しなければならない。


 �

この規則は、平成��年�月�日から施行する。

島根県畜産技術センター分析等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������	

島根県畜産技術センター分析等に関する規則の一部を改正する規則

島根県畜産技術センター分析等に関する規則（平成��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条中「、牛の体内受精卵の採取」を削る。

第�条第�項中「、牛の体内受精卵の採取を依頼しようとする者は牛の体内受精卵採取申込書（様式第�号）を」を削

り、「様式第�号」を「様式第�号」に改める。

第�条中「様式第�号」を「様式第�号」に改め、「、牛の体内受精卵の採取を行ったときは牛の体内受精卵採取結果

通知書（様式第�号）を」を削り、「様式第	号」を「様式第�号」に、「、牛の体内受精卵の採取又は」を「又は」に

改める。

様式第�号を削り、様式第�号を様式第�号とし、様式第�号を様式第�号とし、様式第�号を削り、様式第	号を様

式第�号とする。


 �

この規則は、平成��年�月�日から施行する。

採石業の適正な実施の確保に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

号外第�号 平成��年�月��日(��)



島 根 県 報

��������	

採石業の適正な実施の確保に関する条例施行規則の一部を改正する規則

採石業の適正な実施の確保に関する条例施行規則（平成��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条中「第�条第�項」を「第�条第�項」に改める。

第�条第�項中「第��条」を「第��条」に改める。

第��条を第��条とし、第��条を第��条とし、第�	条を第��条とする。

第�
条第�項に次のただし書を加える。

ただし、国又は地方公共団体が採石業を行う場合は、この限りでない。

第�
条を第�	条とし、第��条を第�
条とする。

第��条第�号中「場合」の次に「（次号に掲げる場合を除く。）」を加え、同条に次の号を加える。

� 国若しくは地方公共団体が採石業（法第��条第項第�号に規定する採石業をいう。以下同じ。）を行う場合又は

採石業者が第�条各号に掲げる者である場合 �年

第��条を第��条とし、第��条から第��条までを条ずつ繰り下げる。

第��条第�号中「第�条各号」を「第�条各号」に改め、同条を第��条とする。

第�条第�号中「第�条第号」を「第�条第号」に改め、同条を第��条とする。

第�条中「第�条」を「第�条」に改め、同条を第�条とする。

第�条を第�条とする。

第�条第�号中「第��条」を「第��条」に改め、同条を第�条とする。

第�条第�項第�号中「第�条各号」を「第�条各号」に改め、同項第�号中「第�条第号」を「第�条第号」に

改め、同条を第�条とする。

第�条の次に次の条を加える。

（保証人の設定を要しない採石業者）

�
� 条例第�条第�項第�号の規則で定める者は、次に掲げる者とする。

� 地方住宅供給公社

� 土地開発公社

様式第号中「（第�条関係）」を「（第�条関係）」に、「第�条の」を「第�条の」に、「第�条各号」を「第�

条各号」に、「第�条第号」を「第�条第号」に改める。

様式第�号中「（第�条関係）」を「（第�条関係）」に、「第�条の」を「第�条の」に改める。

様式第�号中「（第��条関係）」を「（第��条関係）」に改める。

様式第�号中「（第��条関係）」を「（第��条関係）」に、「第�条第�項」を「第�条第�項」に改め、同様式備考

��中「第��条第項」を「第��条第項」に、「第��条第�項」を「第��条第�項」に改める。

様式第�号中「（第��条関係）」を「（第�
条関係）」に改める。

様式第�号中「（第�
条関係）」を「（第�	条関係）」に改める。

様式第�号中「（第�
条関係）」を「（第�	条関係）」に改める。

様式第�号中「（第��条関係）」を「（第��条関係）」に改める。

� �

この規則は、公布の日から施行する。

島根県屋外広告物条例施行規則及びふるさと島根の景観づくり条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

�������	

号外第�	号 平成��年�月��日 (��)



平成��年�月��日 印刷
平成��年�月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 �����円

（送料共)

島 根 県 報

島根県屋外広告物条例施行規則及びふるさと島根の景観づくり条例施行規則の一部を改正する規則

（島根県屋外広告物条例施行規則の一部改正）

��� 島根県屋外広告物条例施行規則（昭和��年島根県規則第	�号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項を削り、同条第
項中「第�条第�項第�号」を「第�条第�項第�号」に改め、同項を同条第�項と

し、同条第�項を同条第
項とする。

別表第�を次のように改める。

���� 削除

（ふるさと島根の景観づくり条例施行規則の一部改正）

��� ふるさと島根の景観づくり条例施行規則（平成
年島根県規則第	�号）の一部を次のように改正する。

第��条第�項第号中「第�条第�項第�号」を「第�条第�項第�号」に改める。

� �

この規則は、平成��年
月�日から施行する。

号外第��号 平成��年�月��日(��)


